
山口市地域活動支援センター事業実施要綱 

（目 的）  

第１条 この要綱は、障がい者の地域生活支援の促進を図るため、障がい者に創作的

活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等の便宜を供与する事業（以

下「事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（実施主体） 

第２条 この事業の事業主体は、山口市とする。ただし、適切な事業運営を行うこと

ができると認められる社会福祉法人等(以下「事業者」という。)に、事業の全部又

は一部を委託することができるものとする。 

（事業内容） 

第３条 事業の内容は、次に掲げるとおりとする。ただし、（１）は必須事業とする。 

（１） 基礎的事業 

（２） 地域活動支援センター機能強化事業（以下「機能強化事業」という。） 

２ 基礎的事業は、次に掲げるものとする。 

（１） 創作的活動及び生産活動の機会の提供に関する事業 

（２） 社会との交流の促進に関する事業 

３ 機能強化事業は、次に掲げるものとする。 

（１） 地域活動支援センターⅠ型 

専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との連

携強化のための調整、地域住民ボランティア育成、障がいに対する理解促進を図る

ための普及啓発等を実施する事業。（この場合において、相談支援事業を併せて実

施又は委託を受けていることを要件とする。） 

（２） 地域活動支援センターⅡ型 

地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対する機能訓練、社会適応訓練、

送迎支援等のサービスを実施する事業。 

（３） 地域活動支援センターⅢ型 

地域の障がい者のための援護対策として地域の障がい者団体等が実施する通所

による援護事業。（おおむね５年以上の通所による援護事業の実績を有し、安定的

な運営が図られていることを要件とする。） 

（対象者） 

第４条 この事業の対象者は、市内に居住地を有する在宅の１８歳以上の障がい者等



であって、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、介護保険制度で同等

のサービスを受けることができる場合は除く。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により身体

障害者手帳の交付を受けている者。 

（２） 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次

官通知）に基づく療育手帳の交付を受けている者。 

（３） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者。 

（４） 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４

条第１項の政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度であ

る者。 

（５） その他、福祉事務所長（山口市福祉事務所設置条例（平成１７年山口市条例

第９１号）により設置された山口市福祉事務所の長をいう。以下同じ。）が特に必

要と認める者。 

 （実施申請書の提出） 

第５条 事業者は、事業開始前に事業実施申請書（様式第１号）に次の書類を添付し、

福祉事務所長へ提出しなければならない。 

 一 山口市地域活動支援センター事業計画書（様式第２号） 

 二 職員配置状況計画書（様式第３号） 

 三 歳入歳出予算書（又は見込書）抄本（様式第４号） 

２ 機能強化事業を実施した場合は、前項の事業実施申請書に合わせ、機能強化事業

費予算内訳書（様式第５号）を福祉事務所長に提出しなければならない。 

 （実績報告書の提出） 

第６条 事業者は、事業終了後、速やかに事業実績報告書（様式第６号）及び事業実

績表（様式第７号）に次の書類を添付し、福祉事務所長に提出しなければならない。 

 一 山口市地域活動支援センター事業報告書（様式第８号） 

 二 職員配置状況報告書（様式第９号） 

 三 常勤職員支払状況明細書（様式第１０号） 

 四 非常勤職員支払状況明細書（様式第１１号） 

 五 利用者名簿（様式第１２号） 



 六 歳入歳出決算書（又は見込書）抄本（様式第１３号） 

２ 機能強化事業を実施した場合は、前項の事業実績報告書に合わせ、七 機能強化

事業費実績内訳書（様式第１４号）を福祉事務所長に提出しなければならない。 

３ 送迎支援事業を実施した場合は、第１項の事業実績報告書に合わせ、送迎支援利

用状況報告書（様式第１５号）を福祉事務所長に提出しなければならない。 

（利用方法） 

第７条 この事業の利用を希望する者は、事業者に利用申請書を提出し、事業者から

利用の承諾を受けなければならない。また利用承諾を受けた者（以下「利用者」と

いう。）は、事業者と利用に関する契約を締結しなければならない。ただし、電話

やセンター窓口等における随時の相談対応や、利用が定着するまでの試行的・体験

的な利用については、この限りではない。 

（支給量の上限） 

第８条 支給量は、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、介護保険制

度における通所系サービスと併せて１ヶ月２３日以内とする。ただし、福祉事務所

長が特に必要と認めたときはこの限りではない。 

（職員配置等） 

第９条 基礎的事業の実施にあたっては、２名以上の職員を配置し、うち１名は専任

者としなければならない。 

２ 機能強化事業の実施にあたっては、次のとおり職員を配置しなければならない。 

（１） 地域活動支援センターⅠ型 

基礎的事業による職員の他１名以上を配置し、うち２名以上を常勤とすること。 

（２） 地域活動支援センターⅡ型 

基礎的事業による職員の他１名以上を配置し、うち１名以上を常勤とすること。 

（３） 地域活動支援センターⅢ型 

基礎的事業による職員のうち１名以上を常勤とすること。 

（利用者数等） 

第１０条 事業の実施にあたっての利用者数は、次のとおりとする。 

（１） 地域活動支援センターⅠ型 

   １日あたりの実利用者数が概ね２０名以上であること。 

（２） 地域活動支援センターⅡ型 

   １日あたりの実利用者数が概ね１５名以上であること。 



（３） 地域活動支援センターⅢ型 

   １日あたりの実利用者数が概ね１０名以上であること。 

（利用者負担）  

第１１条 利用者が地域活動支援センターを利用するために要する費用は、無料とす

る。ただし、食費や創作的活動における原材料費等の実費相当分については、利用

者が負担するものとする。 

 （遵守事項） 

第１２条 事業者は、サービス提供時に事故が発生した場合は、福祉事務所長及び利

用者の家族等に速やかに連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ サービス提供時において、事業者の故意又は過失により生じた事故の責任は、事

業者が負うものとする。 

３ 事業者は、職員、会計、利用者へのサービス提供記録に関する諸記録を整備し、

サービスを提供した日から５年間保存しなければならない。 

４ 事業者及び職員は、正当な理由なく業務上知り得た利用者等に関する秘密を漏ら

してはならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、福祉事務

所長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

施行期日前に介護保険制度の対象となっている者で、既に利用決定がなされている

者については、なお従前の例による。 

   附 則 



 （施行期日） 

この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

この要綱は、平成３１年３月１日から施行し、改正後の第５条（４）の規定は、平

成２７年１月１日から適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

 

年  月  日 

 

 山口市長 様 

 

                      住 所 

                      事業者          

                     

  年度山口市地域活動支援センター事業実施申請書 

 

 このことについて、標記事業を実施するため、山口市地域活動支援センター事業実

施要綱第５条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１．山口市地域活動支援センター事業計画書 （様式第２号） 

２．職員配置状況報告書          （様式第３号） 

３．歳入歳出予算書（又は見込書）抄本   （様式第４号） 



様式第２号（第５条関係） 

 

山口市地域活動支援センター事業計画書 

 

事業者名 
 

事業を実施する 

施設名及び所在地 

 

実利用見込者数 
 

職員配置 

職 種 人 数 常勤・非常勤の別 

 

 

  

事
業
内
容 

 

 



様式第４号（第５条関係） 

 

歳入歳出予算書（又は見込書）抄本 

 

  年度 山口市地域活動支援センター 型事業 

事業者名 

 

歳入 

種目 基礎的事業 機能強化事業 

金額 内訳 金額 内訳 

 
    

小計     

 

歳出 

種目 基礎的事業 機能強化事業 

金額 内訳 金額 内訳 

人
件
費 

 

報酬 

給料 

職員手当等 

共済費 

賃金 

 

    

事
務
費 

 

需用費 

消耗品費 

燃料費 

印刷製本費 

光熱水費 

修繕料 

旅費 

役務費 

 通信運搬費 

 手数料 

使用料及び賃借料 

 

    

小計     

 



 様式第６号（第６条関係） 

 

 

 

年  月  日 

 

 山口市長 様 

 

                      住 所 

                      事業者          

                     

  年度山口市地域活動支援センター事業実績報告書 

 

山口市地域活動支援センター事業を完了したので、下記のとおり関係書類を添えて

報告します。 

 

記 

 

１ 山口市地域活動支援センター事業報告書 （様式第８号） 

２ 職員配置状況報告書          （様式第９号） 

３ 常勤職員支払状況明細書        （様式第１０号） 

４ 非常勤職員支払状況明細書       （様式第１１号） 

５ 利用者名簿              （様式第１２号） 

６ 歳入歳出決算書（又は決算見込書）抄本 （様式第１３号） 

  



 様式第８号（第６条関係） 

 

山口市地域活動支援センター事業報告書 

 

事業者名 
 

事業を実施する 

施設名及び所在地 

 

実利用者数 
 

職員配置 

職 種 人 数 常勤・非常勤の別 

 

 

  

事
業
内
容 

 

 

 



様式第１３号（第６条関係） 
 

歳入歳出決算書（又は決算見込書）抄本 
 

  年度 山口市地域活動支援センター事業 
事業者名    
 
歳入                                 （単位：円） 

種目 
基礎的事業 機能強化事業 

金額 内訳 金額 内訳 

委託金収入 
その他収入 
 
 
 
 
 
 

 

    

合計     
 
歳出                                 （単位：円） 

種目 
基礎的事業 機能強化事業 

金額 内訳 金額 内訳 

委
託
対
象
分 

人
件
費 

 
 
 
 
 
 
 

    

事
務
費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

小計     

委
託
対
象
外
分 

事
業
費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

小計     
合計     



 様式第７号（第６条関係） 

  年  月  日 

 

山口市長 様 

 

事業所名 

代表者 

 

山口市地域活動支援センター事業実績表 

 

  年度利用実績について下記のとおり報告します。 

 

地域活動支援センター名称  

 

１．基礎的事業 

 利 用 実 績 

4月 5月 6月 ７月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 

開所日数              

利用実人数              

利用延人数              

平均利用人数              

 

２．機能強化事業 

 利 用 実 績 

4月 5月 6月 ７月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 

開所日数              

利用実人数              

利用延人数              

平均利用人数              

 

 



様式第３号（第５条関係）

　　職員の配置

（人） ～

（人） ～

　　職員の状況

※施設長が当該地域活動支援センターの支援員を兼務する場合は、その旨を記載すること。

欄が不足する場合は別紙に記載

専従 兼務 専従 兼務

職員配置状況計画書

職種
施設長 支援員

勤務時間

常 勤

計

非 常 勤

1

氏　　名 職　　　種 施設長

生年月日 採用年月日

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別 常　・　非

住　　所

2

氏　名 職　　　種

生年月日 採用年月日

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別 常　・　非

住　所

3

氏　名 職　　　種

生年月日 採用年月日

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別 常　・　非

住　所

4

氏　名 職　　　種

生年月日 採用年月日

採用年月日

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別 常　・　非

常　・　非

住　所

5

氏　名 職　　　種

生年月日

住　所

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別

※



様式第５号（第５条関係）

事業名：地域活動支援センター　　型　機能強化事業
（円）

歳出計

人件費

給与

職員賞与

共済費

事業費

報償費

需用費

消耗品費

車両費

食料費

印刷製本費

光熱水費

修繕費

医薬材料費

役務費 通信運搬費

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

負担金

機能強化
事業費計

機能強化事業費予算内訳書

事　業　内　訳

備考



様式第９号（第６条関係）

　　職員の配置

（人） ～

（人） ～

　　職員の状況

※施設長が当該地域活動支援センターの支援員を兼務する場合は、その旨を記載すること。

注)　年度中に在職したすべての職員について記入のこと。

欄が不足する場合は別紙に記載

専従 兼務

職員配置状況報告書

職種
施設長 支援員

勤務時間
専従 兼務

非 常 勤

常 勤

計

1

氏　　名 職　　　種 施設長

生年月日 採用年月日

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別 常　・　非

住　　所

2

氏　名 職　　　種

生年月日 採用年月日

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別 常　・　非

住　所

3

氏　名 職　　　種

生年月日 採用年月日

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別 常　・　非

住　所

4

氏　名 職　　　種

生年月日 採用年月日

採用年月日

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別 常　・　非

常　・　非

住　所

5

氏　名 職　　　種

生年月日

住　所

性　　別 男　　・　　女 退職年月日

年　　齢 　歳　 常勤・非常勤の別

※



様式第１０号（第６条関係）

支援員等人件費（支援員として雇用する常勤職員の給与・手当・その他にかかる経費）

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円 円× 月＝ 円

円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円 円× 月＝ 円

円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円× 月＝ 円

円 円× 月＝ 円

円

円 （欄が足りない場合は同形式で作成し別紙に記入）

常　勤　職　員　支　払　状　況　明　細　書

氏　　　名 年 間 所 要 額 内　　　　　　　　　訳

給　　　与

扶　　　養

通 勤・住 居

社会保険料
事業主負担

時　間　外

賞　　　与

そ　の　他

(　　　　　　)

給　　　与

扶　　　養

通 勤・住 居

社会保険料
事業主負担

時　間　外

賞　　　与

そ　の　他

(　　　　　　)

通 勤・住 居

社会保険料
事業主負担

時　間　外

賞　　　与

そ　の　他

(　　　　　　)

合　計（小　計）

給　　　与

扶　　　養



様式第１１号（第６条関係）

非常勤職員等人件費

円 日 円

非　常　勤　職　員　支　払　状　況　明　細　書

氏　　　名 職　　種 単　　価 所要日数 年間所要額

合                                         計



様
式
第
１
２
号
（
第
６
条
関
係
）

　

性 別
生
　
年
　
月
　
日

年
齢

電
　
話
　
番
　
号

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

肢
視

聴
言

内
知

精
難

年
　
　
月
　
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

通
所
開
始
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

障
が
い
の
程
度
（
手
帳
の
級
な
ど
）

施
設
名
称

通
所
終
了
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
当
年
度
に
利
用
し
た
者
を

　
　
全
て
記
載
す
る
こ
と

障
が
い
の
種
別
（
○
を
記
入
)

通
所
に
際
し
利
用
す
る

交
通
機
関
及
び
通
所
方
法
等

通
所
終
了
理
由

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
　
利
用
者
名
簿

住
　
　
　
　
　
　
所

利
用
者
氏
名

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日

　
　
　
年
　
月
　
日



様式第１４号（第６条関係）

事業名：地域活動支援センター　　型　機能強化事業
（円）

歳出計

人件費

給与

職員賞与

共済費

事業費

報償費

需用費

消耗品費

車両費

食料費

印刷製本費

光熱水費

修繕費

医薬材料費

役務費 通信運搬費

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

負担金

機能強化事業費実績内訳書

機能強化
事業費計

事　業　内　訳

備考



様式第１５号（第６条関係）

1 . 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

2 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

3 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

4 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

5 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

6 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

7 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

8 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

9 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

10 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

11 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

12 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

13 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

14 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

15 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

16 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

17 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

18 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

19 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

20 車・徒歩・その他（　　　　　　　　）
毎日 ・ 週　　　回 ・ 月　　　回
その他（　　　　　　　　　　　）

※送迎支援事業を実施した場合に添付すること。

氏　　名 送迎方法

　　　　　年度送迎支援利用状況報告書

送迎利用頻度


